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Ⅰ　は じ め に

現行民法６００条は，「契約の本旨に反する使用又は収益によって生じた損

害の賠償及び借主が支出した費用の償還は，貸主が返還を受けた時から１

年以内に請求しなければならない」と規定しているが，２０１７年の改正で２

項が追加された�。「前項の損害賠償の請求権については，貸主が返還を受

けた時から１年を経過するまでの間は，時効は，完成しない」という規定

がそれであるが，この規定が設けられたのは，使用貸借が長期にわたる場

合に，貸主が借主の用法違反に気付かないまま１０年が経過し損害賠償請求

権が時効消滅するのを避けるためである�。使用貸借の存続中に貸主が借

主の用法違反を認識するのは実際上困難であり，目的物の返還後に貸主が

借主に対して用法違反による損害賠償を請求できるようにしなければなら
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消滅時効法における事実上の障害

―起算点論と完成猶予論―

福 田 健 太 郎

�　この規定は６２２条によって賃貸借に，１０３６条によって配偶者居住権に，１０４１条

によって配偶者短期居住権に準用されることになっている（後２者は２０１８年改

正による）。なお，６００条２項の新設に伴い，現行６００条は，改正後は６００条１項

となる。

�　法制審議会民法（債権関係）部会資料７０A・６５�６６頁。



ないことはいうまでもない。そして，完成猶予という形で貸主の損害賠償

請求権を確保しようとする改正法の立場は選択肢として十分ありうるもの

である�。

もっとも，６００条２項は，使用貸借存続中であっても貸主の損害賠償請

求権の消滅時効が進行するということを当然の前提としているように読め

るため，（２０１７年改正後の）１６６条１項２号の「権利を行使することができ

る」の解釈との関係で緊張関係を生じさせるものとなっている。同号の前

身である現行１６６条１項の「権利を行使することができる」の意味につい

ては，「単にその権利の行使につき法律上の障害がないというだけではな

く，さらに権利の性質上，その権利行使が現実に期待のできるものである

ことをも必要」とするのが判例であるが（最大判昭和４５年７月１５日民集２４

巻７号７７１頁），使用貸借が存続中で貸主が借主の用法違反の事実を認識す

ることが困難なのであれば，その状況は「権利の性質上，その権利行使が

現実に期待のでき」ない場合に該当すると言えるのではないかという疑問

が生じる。もし，従前の判例法理を適用して，使用貸借の場面における貸

主の損害賠償請求権の消滅時効起算点を遅らせることができるのであれば，

６００条２項は読み方次第で消滅時効の起算点をめぐる従来の判例法理と抵

触することになりかねないため，従前の判例法理との関係を整理しておく

必要がある。

さらにいえば，同項の新設は，起算点をめぐる議論それ自体に影響を与

えることにもなりうる。使用貸借が存続中で貸主が借主の用法違反の事実

を認識することが困難であるという状況が，権利行使について事実上の障
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�　同様の考慮のもと新設された条文として６６４条の２第２項がある。同項は，寄

託物の一部滅失・損傷によって損害が生じた場合の損害賠償請求権について，

寄託者が返還を受けた時から１年を経過するまでの間は時効は完成しないとす

るものである。以下では，６００条２項で代表させる。



害がある場面であることは明らかであるが，「権利を行使することができ

る」の意味については，学説上は，法律上の障害がないことに加えて，事

実上の障害がないことも含めるべきであるとする見解が非常に有力である。

このような状況で，事実上の障害があっても消滅時効は進行するのだとい

うことをも６００条２項が意味している，あるいは，そのことを前提として

いるのだとすると，民法自体が一般論としても事実上の障害を時効起算点

のレベルで考慮することを否定しているという強いメッセージを発してい

ることになる。これは，（事実上の障害がある場合にも消滅時効は進行し

ないという）消滅時効の起算点に関する学説上有力な見解を民法が採用し

ないことを意味することになるため，消滅時効の起算点に関して蓄積され

てきた従来の議論を無にしてしまう危険性がある。

もとより，２０１７年改正において，「権利を行使することができる時」の

解釈を変更することは企図されていないため�，端的に，影響はないと言っ

てしまって良いのかもしれないが，６００条２項は使用貸借が存続中で貸主

が借主の用法違反の事実を認識することが困難であることを完成猶予のレ

ベルで考慮しているため，影響はないと言ってしまうと，今度は，事実上

の障害が，立場によっては，起算点のレベルと完成猶予のレベルの両方で

考慮されることになってしまい，事実上の障害を起算点と完成猶予のいず

れのレベルで考慮すべきなのかという別の問題を生じさせることになる。

その意味で，やはり事実上の障害をめぐる議論に影響があるということに
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�　法制審議会民法（債権関係）部会資料６９A・４頁参照。潮見佳男『民法（債

権関係）改正法の概要』４７頁（金融財政事情研究会・２０１７年）は「なお解釈に

委ねられている」とし，中田裕康ほか『講義債権法改正』３６頁〔中田裕康〕（商

事法務・２０１７年）は「現行１６６条の解釈を維持しうるのではないか」とする。ま

た，平野裕之『民法総則』４３３頁（日本評論社・２０１７年）は，前掲最判昭和４５年

７月１５日以降の判例法理は「１６６条１項２号の解釈として，引き継がれるとみて

よ」いとする。



なる。６００条２項の新設によって影響を受けざるを得ない事実上の障害論

についても位置付けを検討する必要がある。

本稿では，以上のような問題意識に立って，消滅時効の起算点をめぐる

従来の判例法理との関係で６００条２項の位置付けを確認し（Ⅱ），６００条２

項が完成猶予という形で事実上の障害の問題を把握していることとの関係

で，事実上の障害が消滅時効法においてどのレベルで考慮されるべきなの

かということについて検討することにする（Ⅲ）。

Ⅱ　従前の判例法理との関係

１．判例法理の確認

ここでは，消滅時効の起算点に関する従来の判例法理を確認することに

する。１６６条１項２号（改正前の１６６条１項）にいう「権利を行使すること

ができる」というのは，かつては，法律上の障害がないことを意味すると

されていたが�，現在では，２
　

 つの観点から修正が加えられている�。

ひとつは，「権利行使の現実的可能性」� という観点から修正を加えるも

のであり，前掲最大判昭和４５年７月１５日（以下，「昭和４５年判決」という）

がこの系統に属する。もうひとつは，「権利行使の自律的選択」� という観
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�　鳩山秀夫『法律行為乃至時効』６９３頁（巌松堂書店・１９１１年），我妻栄『新訂

民法総則』４８４頁（岩波書店・１９６５年）など。

�　山野目章夫『民法概論１民法総則』３３８頁以下（有斐閣・２０１７年）。２
　

 つの系

統の考慮要素があることを指摘する。同３４０頁は，「客観的に権利を行使するこ

とができる時の意義は，権利行使の法律上の障害の欠如ということのみで単純

に考えることができなくなっていることは，まちがいない」という。

�　山野目・前掲注�３４０頁。同３３９頁は，「権利の行使を現実的に期待することが

できない事情がある場合は，その事情がなくなった時をもって客観的起算点と

し，その時から時効が進行を始めるものと解すべきである」としているため，

厳密には，「権利行使の現実的期待可能性」ということになろう。

�　同上。



点から修正を加えるものであり，最判平成１９年４月２４日民集６１巻３号１０７３

頁� がこの系統に属するものである。本稿の問題意識との関係では，前者

の観点からの修正が重要であるため，以下では，前者の系統に属する判例

を確認することにする。

今日的視点からは，昭和４５年判決が出発点となる。Ａに対して提供した

賃料の受領が拒絶されたため，Ａを被供託者として東京法務局に対し１か

月２,０００円の割合で賃料を供託したＸが，その後，Ｘを被告としてＡから提

起された建物収去土地明渡の訴えにおいて和解が成立し，Ａは土地明渡ま

での賃料相当の損害金債権を放棄することになったため，４９６条１項に基

づいて供託金の取戻しを請求したところ，供託官が消滅時効を理由として

請求を却下したため（供託開始時から和解成立時まで１０年余りが経過して

いた），この処分の取消しを求めて訴えを提起したという事案である。最

高裁は，「弁済供託における供託物の払渡請求，すなわち供託物の還付ま
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�　自動継続定期預金契約における預金払戻請求権について，「預金者が継続停止

の申出をするか否かは，預金契約上，預金者の自由にゆだねられた行為という

べきで」，「預金者が初回満期日前にこのような行為をして初回満期日に預金の

払戻しを請求することを前提に，消滅時効に関し，初回満期日から預金払戻請

求権を行使することができると解することは，預金者に対し契約上その自由に

ゆだねられた行為を事実上行うよう要求するに等しいものであり，自動継続定

期預金契約の趣旨に反する」として，「預金払戻請求権の消滅時効は，預金者に

よる解約の申入れがされたことなどにより，それ以降自動継続の取扱いがされ

ることのなくなった満期日が到来した時から進行する」とした。この系統に属

する判例として，「過払金充当合意を含む基本契約に基づく継続的な金銭消費貸

借取引においては，同取引により発生した過払金返還請求権の消滅時効は，過

払金返還請求権の行使について上記内容と異なる合意が存在するなど特段の事

情がない限り，同取引が終了した時点から進行する」とした最判平成２１年１月

２２日民集６３巻１号２４７頁，「宅建業法３０条１項前段所定の取戻事由が発生した場

合において，取戻公告がされなかったときは，営業保証金の取戻請求権の消滅

時効は，当該取戻事由が発生した時から１０年を経過した時から進行する」とし

た最判平成２８年３月３１日民集７０巻３号９６９頁がある。



たは取戻の請求について『権利ヲ行使スルコトヲ得ル』とは，単にその権

利の行使につき法律上の障害がないというだけではなく，さらに権利の性

質上，その権利行使が現実に期待のできるものであることをも必要と解す

るのが相当である」として，「弁済供託における供託物の取戻請求権の消

滅時効の起算点は，供託の基礎となつた債務について紛争の解決などによ

つてその不存在が確定するなど，供託者が免責の効果を受ける必要が消滅

した時」とした�。

なぜ，法律上権利行使が可能であることに加えて，権利の性質上，その

権利行使が現実に期待のできるものであることも必要なのかということに

ついて，判決は，「本来，弁済供託においては供託の基礎となつた事実を

めぐつて供託者と被供託者との間に争いがあることが多く，このような場

合，その争いの続いている間に右当事者のいずれかが供託物の払渡を受け

るのは，相手方の主張を認めて自己の主張を撤回したものと解せられるお

それがあるので，争いの解決をみるまでは，供託物払渡請求権の行使を当

事者に期待することは事実上不可能にちかく，右請求権の消滅時効が供託

の時から進行すると解することは，法が当事者の利益保護のために認めた

弁済供託の制度の趣旨に反する結果となるから」という理由を挙げてい

る�。
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�　最判平成１３年１１月２７日民集５５巻６号１３３４頁も供託金取戻請求権の消滅時効の

起算点が問題となったものであるが，債権者不覚知を原因として供託がされた

事案である。判決は，昭和４５年判決を参照しつつ，「消滅時効の起算点は，その

基礎となった賃料債務の各弁済期の翌日から民法１６９条所定の５年の時効期間が

経過した時と解すべき」とした。

�　供託者と被供託者との間の争いの有無など供託官の知ることのできない事柄

で時効の起算点が決定されることとなり客観的な時効制度の本質に反するとか，

供託者は供託証明書の交付を受けることによって時効の中断をすることができ

る旨の供託官の主張についても，「弁済供託は，もともと，供託者と被供託者と

の間の実体上の法律関係に基づいているものであるから，供託物の払渡請求権



昭和４５年判決を参照する最高裁判決として，最判平成８年３月５日民集

５０巻３号３８３頁（以下，「平成８年判決」という）や最判平成１５年１２月１１日

民集５７巻１１号２１９６頁（以下，「平成１５年判決」という）がある。平成８年

判決は，交通事故の被害者（Ｘ）が国（Ｙ）に対して自動車損害賠償保障

法（自賠法）７２条１項前段の規定に基づいて後遺障害による損害の�補を

請求したところ，国は消滅時効（当時の７５条で２年）の完成を理由に請求

を却下したため，訴えを提起したという事案である。事故が発生したのは

１９８４年３月，訴え提起は１９９０年２月であるが，その間にＸはＡという人物

に対して訴えを提起していたという特徴がある。ＸはＡが交通事故の加害

者と考え後遺障害に係る損害賠償の支払を求めて訴えを提起したが，裁判

所は，Ａが本件交通事故の加害車両の保有者であるとは認め難いとの理由

でＸの請求を棄却する旨の判決を言い渡し，１９８９年１月６日の経過により

確定した。原審は，Ｘの請求権について，症状固定の翌日である１９８５年２

月３日に権利の行使が可能となったもので，同日から時効が進行し，１９８７

年２月２日の経過により消滅したと判断したが，最高裁は，「交通事故の

加害者ではないかとみられる者が存在する場合には，被害者がまず右の者

に対して自賠法３条により損害賠償の支払を求めて訴えを提起するなどの

権利の行使をすることは当然のことであるというべきであり，また，右の

者に対する自賠法３条による請求権と本件規定（自賠法７２条１項前段―筆

者注）による請求権は両立しないものであるし，訴えの主観的予備的併合
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の時効の起算点を供託官と供託者との関係だけで画一的，客観的に決定される

ものとすることはできないし，また，供託官において右の請求権の行使が期待

できる時期を知ることができない場合のあることは，実定法上やむをえない結

果というべきである」とか（前者について），「供託物の払渡請求権の行使が期

待できない場合において，当事者にこのような時効中断のための措置をとるこ

とを期待することは，通常人としての当事者に難きを強いる結果となる」とし

て（後者について），退けている。



も不適法であって許されないと解されるから，被害者に対して右の２つの

請求権を同時に行使することを要求することには無理がある」から，「交

通事故の加害者ではないかとみられる者との間で自賠法３条による請求権

の存否についての紛争がある場合には，右の者に対する自賠法３条による

請求権の不存在が確定するまでは，本件規定による請求権の性質からみて，

その権利行使を期待することは，被害者に難きを強いるものである」とし

て，「ある者が交通事故の加害自動車の保有者であるか否かをめぐって，

右の者と当該交通事故の被害者との間で自賠法３条による損害賠償請求権

の存否が争われている場合においては，自賠法３条による損害賠償請求権

が存在しないことが確定した時から被害者の有する本件規定による請求権

の消滅時効が進行する」と判示した�。

平成１５年判決は，保険金請求権の消滅時効に関するものである。ＡはＹ

との間で，Ａを被保険者，その妻Ｘを保険金受取人とする生命保険契約を

締結していたが，１９９２年５月に行方不明になり，１９９６年１月に遺体が発見

された。１９９２年５月頃に死亡したものと推認されている。Ｘは，１９９６年１１

月，Ｙに対して保険契約に基づいて保険金の支払を求める訴訟を提起した

が，Ｙは，Ａ死亡の日から３年� が経過するまでの間に保険金の請求がな

かったから保険金請求権は時効により消滅したと主張した。最高裁は，本

件契約における約款において保険金請求権の消滅時効が「被保険者の死亡
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�　本件においては，ＸとＡとの間で本件交通事故の加害車両の保有者がＡであ

るか否かをめぐって自賠法３条による請求権の存否についての紛争があったと

ころ，ＸのＡに対する敗訴判決が１９８９年１月６日に確定したので，Ｘの本件請

求権の消滅時効は，その翌日である同月７日から進行し，本件訴訟が提起され

た１９９０年２月１３日に中断されたことになるから，Ｘの本件請求権が時効により

消滅したということはできないとされた。

�　本件における保険契約の約款には，保険金を請求する権利は，支払事由が生

じた日の翌日からその日を含めて３年間請求がない場合には消滅する旨の定め

があった。



の日の翌日」から起算されることになっているのは，「通常，その時から

の権利行使が期待できると解されることによるものであ」るとしたうえで，

「当時の客観的状況等に照らし，その時からの権利行使が現実に期待でき

ないような特段の事情の存する場合についてまでも，上記支払事由発生の

時をもって本件消滅時効の起算点とする趣旨ではないと解するのが相当で

ある。そして，本件約款は，このような特段の事情の存する場合には，そ

の権利行使が現実に期待することができるようになった時以降において消

滅時効が進行する趣旨と解すべきである」として，本件においては，「Ａ

の死亡が確認され，その権利行使が現実に期待できるようになった平成８

年１月７日以降において消滅時効が進行する」と判示した�。

じん肺をめぐる判決もこの系統に位置付けられることがある�。最判平

成６年２月２２日民集４８巻２号４４１頁がそれである。この判決は，あくまで

も法律上の権利行使可能性を問題とするものであり，昭和４５年判決を参照

しているわけでもないが，実質的には権利行使の現実的期待可能性を考慮

したものとなっている。判決は，「例えば，管理二，管理三，管理四と順

次行政上の決定を受けた場合には，事後的にみると一個の損害賠償請求権

の範囲が量的に拡大したにすぎないようにみえるものの，このような過程

の中の特定の時点の病状をとらえるならば，その病状が今後どの程度まで

進行するのかはもとより，進行しているのか，固定しているのかすらも，

現在の医学では確定することができないのであって，管理二の行政上の決

定を受けた時点で，管理三又は管理四に相当する病状に基づく各損害の賠

償を求めることはもとより不可能である」のであるから，「管理二，管理

三，管理四の各行政上の決定に相当する病状に基づく各損害には，質的に

消滅時効法における事実上の障害

─　　─１３１

�　訴え提起は同年１１月であるから，その時までに「本件消滅時効の期間が経過

していないことは明らかである」として，原審の判断を是認した。

�　山野目・前掲注�３３９頁。



異なるものがあるといわざるを得ず，したがって，重い決定に相当する病

状に基づく損害は，その決定を受けた時に発生し，その時点からその損害

賠償請求権を行使することが法律上可能となるものというべきであ」る� 

として，「雇用者の安全配慮義務違反によりじん肺に罹患したことを理由

とする損害賠償請求権の消滅時効は，最終の行政上の決定を受けた時から

進行する」と判示した。

２．従前の判例法理との整合性

�　上記各最高裁判決との整合性

権利行使の現実的期待可能性という観点から修正を加える最高裁判決を

見ていくと，昭和４５年判決は，当事者のいずれかが供託物の払渡を受ける

と相手方の主張を認めて自己の主張を撤回したものと解されるおそれがあ

り，争いの解決をみるまでは供託物払渡請求権の行使を当事者に期待する

ことは事実上不可能にちかいということが，平成８年判決は，交通事故の

加害者ではないかとみられる者との間で自賠法３条による請求権の存否に

ついての紛争がある場合には，その者に対する自賠法３条による請求権の

不存在が確定するまでは，自賠法７２条１項前段の規定による請求権の性質

からみて，「その権利行使を期待することは，被害者に難きを強いるもの

である」ということが，それぞれ時効起算点を遅らせる判断をした実質的
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�　「最初の軽い行政上の決定を受けた時点で，その後の重い決定に相当する病状

に基づく損害を含む全損害が発生していたとみることは，じん肺という疾病の

実態に反するものとして是認し得ない」という。その後登場した，最判平成１６

年４月２７日判時１８６０号１５２頁は，じん肺によって死亡した場合の損害について，

「その者が，じん肺法所定の管理区分についての行政上の決定を受けている場合

であっても，その後，じん肺を原因として死亡するか否か，その蓋然性は医学

的にみて不明である上，その損害は，管理二～四に相当する病状に基づく各損

害とは質的に異なる」ということを理由に，「死亡の時から損害賠償請求権の消

滅時効が進行する」と判示した。



な理由となっている。また，平成１５年判決は，保険金請求権の消滅時効起

算点が「被保険者の死亡の日の翌日」となっているのは，通常，その時か

らの権利行使が期待できるからであり，その時からの権利行使が現実に期

待できないような特段の事情の存する場合はこの限りではないとして，い

つから権利行使が現実に期待できるようになったかを事案に即して判断し

ている。

平成８年判決は自賠法上の２つの請求権の関係が問題となっているため

一般化は難しいが，昭和４５年判決や平成１５年判決は比較的一般化が容易な

ものといえる。使用貸借存続中の借主の用法違反について貸主が直ちにそ

の事実を認識し損害賠償を請求することは事実上不可能であり，借主の用

法違反の事実を認識し権利行使を現実的に期待することができるのは使用

貸借の期間が終了し目的物の返還を受けた時以降であるから，昭和４５年判

決や平成１５年判決の論理に従えば，目的物返還時から貸主の損害賠償請求

権の消滅時効が進行するということができるようにも思える。そして，こ

のように考えることができるのであれば，６００条２項は無用な規定である

のみならず，時効起算点に関する従来の判例法理と抵触する，さらに言え

ば，従来の判例法理を否定してしまう危険性のある� ものになってしまう

という評価もできなくはない。

�　下級審の動向

もっとも，下級審に目を向けると別の光景が広がっていることに気付く。

下級審では，上記の最高裁の判断があった後も，「権利を行使することが

できる」の意味について，権利行使について法律上の障害がないことをい

うという立場を維持するものや，一般論として昭和４５年判決の定式に従い

消滅時効法における事実上の障害
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�　６００条２項は「権利の性質上，その権利行使が現実に期待のでき」ない場合で

も消滅時効は進行するという立場を前提にしていると捉えた場合には，そのよ

うになる。



つつも，具体的な結論においては消滅時効の完成を認めるものが存在する。

以下では，平成１５年判決が出された後に登場した比較的最近の特徴的な判

決を紹介することにする�。

①広島地判平成１６年１０月１４日民集６１巻１号１４４頁

被爆後ブラジルに移住した X１ らは，その後来日して原子爆弾被爆者の

医療等に関する法律又は原子爆弾被爆者に対する援護に関する法律におけ

る「被爆者」と認定され，健康管理手当の支給を受けるようになったが，

その後日本国から出国してブラジルに帰国したところ，これを理由として

健康管理手当の支給を打ち切られたため，Ｙ（広島県）に対し，未支給分

の健康管理手当の支払等を求めたという事案である。Ｙが健康管理手当の

支給を打ち切ったのは，被爆者が国外に居住地を移した場合に健康管理手

当の受給権が失権の取扱いになるものと定めた厚生省公衆衛生局長の通達

（４０２号通達）があったためであるが，同通達の定め及びこれに基づく行政

実務は，関連法規の解釈を誤る違法なものであった。同通達は２００３年３月

１日に廃止され，X１ らも健康管理手当を支給されることとなったが，Ｙ

は，健康管理手当のうち提訴時点（２００２年７～１２月）で既に各支給月の末

日から５年を経過していた分については，地方自治法２３６条所定の時効に

より受給権が消滅したとして，その支給をしなかった�。

広島地裁は，権利を行使することができるの意味について，「当該権利

の行使につき，法律上の障害がないというだけではなく，さらに当該権利

の性質上，その権利行使が現実に期待できるものであることを要する」と

しつつも，健康管理手当支給請求権の行使が権利の性質上権利行使が現実
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�　昭和４５年判決以降の判例・裁判例を紹介し詳細な分析を加えるものとして，

松久三四彦『時効制度の構造と解釈』３７５頁以下（有斐閣・２０１１年）。

�　X１　らは１５８条の法意に照らし消滅時効の効果は生じていないという主張もし

ている。



に期待できなかったとはいえないなどとして，同請求権は時効によって消

滅したと判示した�。二審（広島高判平成１８年２月８日民集６１巻１号１６６頁）

も，１６６条１項（当時）の「権利を行使することができる時」には，権利

の行使につき，法律上の障害がないというだけではなく，権利の性質上，

その行使が現実に期待できることを要するとしつつ�，地理的，経済的要

因は，事実上の障害であるから，法律上の障害はなく，健康管理手当支給

請求権は，いったん健康管理手当を受給する認定を受けた後は，権利を行

使する前提となる事実に不確定な要素は含まれていないから，上記認定を

受けた事実だけで権利行使が可能であって，権利の性質に照らして，その

行使に現実的支障があるということはできないとした�。

②東京高判平成１８年１０月１２日判時１９７８号１７頁

新生児の取り違えの事案である。出生は１９５８年４月１０日，最終的な血液

型検査の結果が判明したのは１９９７年１０月７日，DNA 鑑定の結果，子（X１）

と両親（X２，X３）との間に親子関係がないことが判明したのは２００４年５

月７日頃であった。X１ らは，２００４年１０月１９日，産院の設置者（東京都）

に対して，不法行為による損害賠償請求権に基づき訴訟を提起し，その後

の準備書面で債務不履行による損害賠償請求を追加した。

消滅時効法における事実上の障害

─　　─１３５

�　消滅時効の援用も権利濫用等にあたらず，１５８条の法意に基づく時効の効果不

発生の主張も排斥した。

�　ただし，昭和４５年判決を参照しているわけではない。

�　もっとも，「控訴人らが権利を行使することができなかったのは，被控訴人が

支給義務があるのに，４０２号通達に従って本件健康管理手当を支給しなかったた

めであり，被控訴人が控訴人らの権利行使を妨げたのと同視することができる」

として，時効の主張は「信義則に反し，権利濫用に当た」るとした。最高裁

（最判平成１９年２月６日民集６１巻１号１２２頁）も，「消滅時効の主張は，４０２号通

達が発出されているにもかかわらず，当該被爆者については同通達に基づく失

権の取扱いに対し訴訟を提起するなどして自己の権利を行使することが合理的

に期待できる事情があったなどの特段の事情のない限り，信義則に反し許され

ない」として，原審の判断を是認した。



一審（東京地判平成１７年５月２７日判時１９１７号７０頁）は，「権利を行使す

ることができる」の意味を「権利行使についての法律上の障害のない状態

をいう」とした上で，債務不履行に基づく損害賠償請求権は，債務の不履

行及びそれと相当因果関係を有する損害の発生があった時に初めて行使が

可能となり，当該時点が消滅時効の起算点となるとした。本件では，債務

不履行も遅くとも女性が退院した１９５８年４月１７日頃なされたと解されると

ころ，その損害賠償請求権の消滅時効は遅くとも当該時点に進行を開始し

ていたと解すべきであるから，本件訴え提起の日である２００４年１０月１９日ま

でに１０年以上が経過していることは明らかであるとして，請求を棄却した。

これに対して，東京高裁は，最高裁の判例に共通して見られる考え方は，

「具体的な事案に則して，形式的な論理のみを適用すると実質的に不合理

な結果を生じるような場合には，権利行使の現実的期待可能性を視野に入

れつつ，消滅時効の起算点についても柔軟に解釈して，具体的に妥当な解

決を図ろうとすることにある」としたうえで，本件の場合，「真実の両親

に真実の子を引き渡すというその権利の性質上，分娩助産契約の当事者で

ある両親及び子が取り違えの事実を知ることのできる客観的な事情が生ず

ることにより，その損害が顕在化して初めて権利行使を期待することが可

能となる」から，消滅時効は，血液検査の結果が最終的に判明した１９９７年

１０月７日ないしその後間もない時点から起算されるとした�。

③東京高判平成１９年１月３１日金判１２９２号６４頁

本件は，Ｘが，その所有する車両の盗難により損害を被ったとして保険

会社に対して保険契約に基づいて車両保険金の支払を求めたところ，保険

会社が保険金請求権の時効消滅を主張したという事案である。保険約款に
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�　本件では，債務不履行に基づく損害賠償請求権の消滅時効は完成していない

とした。



は，同約款２０条２項（「被保険者が車両保険金の支払を請求する場合は，事故発

生の時の翌日から６０日以内又は保険会社が書面で承認した猶予期間内に，保険証券

に添えて保険金の請求書等の書類又は証拠を保険会社に提出しなければならない」

という規定）に定める手続が行われた場合には，保険「会社が同項の書類ま

たは証拠を受領した時の翌日から起算して３０日を経過した時」の翌日から

起算して２年を経過した場合は，保険金請求権は時効によって消滅する旨

の規定があった。Ｘは，２００２年８月１１日に保険金請求手続を行ったが，保

険会社は保険金請求手続が行われた日から３０日以内に必要な調査を終える

ことができなかった。保険会社の弁護士はそれまでの調査で確認できな

かった点について協力を依頼する旨の書面（２００２年１１月５日付）をＸに送

付し，２００２年１２月１１日付の書面で，調査により確認された内容を慎重に検

討した結果，Ｘに対する保険金の支払には応じられないとの結論に達した

旨を伝えた。Ｘは，２００４年１１月２６日に訴訟を提起した。判決は，保険金の

請求権は，原則として，上記約款の規定に従い，２００２年８月１１から３０日を

経過した日から起算し，２
　

 年間の経過により時効により消滅する，もっと

も，当時の客観的状況等に照らし，その時からの権利行使が現実に期待で

きないような特段の事情の存する場合は別である，しかし，本件では特段

の事情があるとはいえないとして，Ｘの保険金請求を退けた�。

④金沢地判平成２２年６月９日自保ジャーナル１８４７号１０８頁

事案は次の通りである。Ａは，Ｙが所有し運転する車に乗っていた２００５

消滅時効法における事実上の障害
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�　上告審である最判平成２０年２月２８日判時２０００号１３０頁は，保険会社の代理人に

よる協力依頼書の送付行為は，Ｘに対し，保険金支払条項に基づく履行期を調

査結果が出るまで延期することを求めるものであり，Ｘは，調査に協力するこ

とにより，これに応じたものと解することができるから，保険金請求権の履行

期は，合意によって，本件免責通知書が上告人に到達した１２月１２日まで延期さ

れたものというべきであり，訴訟が提起された２００４年１１月２６日には時効は完成

していなかったと判示した。



年７月４日，交通事故で死亡した。刑事裁判でＹは車を運転していたのは

自分ではないなどと主張したが，退けられた。最高裁の決定が出されたの

は２００８年３月１２日である。相続人 X１，X２ はＹに対して損害賠償を請求し，

保険会社（２社）に対しては保険金を請求した。訴えを提起したのは２００９

年１月３１日であるが，Ｙ，保険会社とも消滅時効の抗弁を提出した。Ｙは，

自賠法３条に基づく損害賠償請求権は３年の経過により時効消滅している

と主張し，保険会社は，約款の規定により事故から２年を経過した２００７年

７月４日の経過により保険金請求権は時効消滅したなどと主張した。裁判

所は，保険会社への請求について，昭和４５年判決と平成１５年判決を参照し，

「Ａが死亡した時からＹに対する刑事裁判が確定するまでの間は，本件事

故の際，被告車両を運転していた者を特定することは事実上困難であった

というべきであるから，本件各保険契約に基づく保険金請求権については，

その権利行使が現実に期待できないような特段の事情があったというべき

である」として，保険金請求権の消滅時効は完成していないと判示した。

⑤東京地判平成２５年１１月２６日判時２２２１号６２頁

新生児取り違えの事案である。 X１ とＡの出生は１９５３年３月３０日で，X１ 

は DE の子として育てられ，Ａは BC の子として育てられた。BC の子で

ある X２ らは，２００８年，Ａと BC との間の親子関係不存在確認の訴えを提

起したが，訴訟の中で DNA 鑑定が行われ，X２ らとＡとの間に生物学的

な兄弟関係が存在しないことを示す結果が，２００９年１月１５日付の鑑定書に

より X２ らに知らされた。X２ らはその後 X１ を探し出し，DNA 鑑定を

行った。そこでは，X１ と X２ らとの間に生物学的な全同胞関係が存在す

ると極めて強く推定できることが判断された（２０１２年１月６日付の鑑定

書）。X１ は，２０１２年３月２１日，X１ と BC 夫婦との間の親子関係存在確認

及び X１ と DE 夫婦との間の親子関係不存在確認を求める訴えを提起し，

２０１３年１月２８日に認容判決が出され，その頃確定した。X１ らは，２０１２年
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８月，産院の関設者Ｙに対して，債務不履行を理由とする損害賠償請求訴

訟を提起したが，Ｙは子の引渡しから１０年以上経過していることを理由に

消滅時効を援用した。

裁判所は，消滅時効の起算点について，昭和４５年判決，平成８年判決，

平成１５年判決などを参照して，X２ らについては DNA 鑑定の結果が出た

２００９年１月１５日，X１ については DNA 鑑定の結果が出た２０１２年１月６日

であるとし，消滅時効の完成を否定した。

⑥静岡地沼津支判平成２８年３月１日判時２３０２号７９頁

本件は，Ｘが，遺産分割協議に基づき代償金として支払った金員につい

て，兄弟に対し，当該遺産分割協議が無効であったことを理由として，不

当利得に基づき返還を求めた事案である。遺産分割協議書が作成されたの

は１９９６年であるが，遺産分割協議書が無効であると認定されたのは２０１４年

になってからであった。裁判所は，「権利を行使することができる」の意

味について「権利行使について法律上の障害がない」ことであるとしつつ，

�ア 本件遺産分割協議が無効である以上，代償金支払の直後から不当利得返

還請求権を行使することができた，�イ 昭和４５年判決は，供託者が債務免脱

の効果を求めて供託制度を利用している限り供託金取戻請求権を行使する

ことはおよそ期待できないとの権利の性質に内在する障害の存在を前提と

するもので，平成８年判決は，自賠法７２条１項前段の請求権は被害者が加

害自動車の保有者ではないかとみられる者との間で自賠法３条による請求

権の存否について訴訟をしている間は，自賠法３条による請求権の不存在

を前提とする保障請求権の行使を期待することはできないとの権利の性質

に内在する障害の存在を前提とするものと解される，�ウ 不当利得返還請求

権の場合は権利の性質に内在する障害はなく，昭和４５年判決や平成８年判

決と本件とは事案を異にするなどとして，不当利得返還請求権は時効消滅

しているとした。

消滅時効法における事実上の障害
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�　下級審を含めた裁判例の動向との整合性

①では，違法な通達に基づいて手当の支給が打ち切られている。確かに，

当該通達の違法性を訴えて健康管理手当の支給を求めることは不可能では

ないが，それを一般の国民に期待するのは現実的でないし，少なくとも，

平成１５年判決が述べる「権利行使が現実に期待できないような特段の事情」

が存在したといえる。しかし，そのような状況の下でも，一審は権利行使

が現実に期待できなかったとはいえないなどとして健康管理手当支給請求

権の時効消滅を認めた。二審も起算点については同様の判断を示している。

債務者側の行為が介在しているという点で①と共通する③においても，裁

判所は，特段の事情は認められないとして消滅時効の完成を認めている。

②や⑤のような新生児の取り違えの事案では，血液検査や DNA 鑑定等

によって血縁関係がないということが判明しない限り，取り違えがあった

ということは分からない。取り違えがあったことが分からない以上，損害

賠償請求権の行使も期待できないため，ここでは，血縁関係がないという

ことが判明した時点が起算点になると考えられる。②判決や⑤判決はこの

ような観点から時効が起算される時点を判断しているが，②の一審は，そ

のような考慮を一切せずに，退院した時を時効の起算点として消滅時効の

完成を認めている。

④は「刑事裁判が確定するまでの間は…車両を運転していた者を特定す

ることは事実上困難であった」事案，⑥は１９９６年に作成された遺産分割協

議書が２０１４年になって無効であると認定された事案であり，④は刑事裁判

が確定するまで，⑥は遺産分割協議書が無効であると認定されるまで，権

利行使が現実に期待できない事情があったといえるものであったが，④判

決は消滅時効の完成を否定し，⑥判決は消滅時効の完成を肯定した。

昭和４５年判決や平成８年判決，平成１５年判決の存在を強調すれば，確か

に，判例は権利行使の現実的期待可能性というものを考慮して起算点を確
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定しているということが言えるわけであるが，下級審では消極的な姿勢を

示す裁判例が見受けられるなど�，判例・裁判例を全体としてみると，安

定した判断が期待できる状況ではない。使用貸借中の用法違反を理由とす

る貸主の損害賠償請求についても，使用貸借存続中は用法違反の事実を認

識することが困難であるということを適切に考慮して起算点が設定される

と言い切ることはできない状況にあるのであり，様々な理由をつけて時効

の完成を認める判決が続出しないとも限らない。その意味では，確かに完

成猶予の規定を設けた方がよい。

このように考えると，６００条２項は，従来の判例法理で救済されること

が確実とは言えない事案について，使用貸借における貸主の損害賠償請求

権を確保するために注意的に設けられた規定ということができる。した

がって，従来の判例法理との抵触は，その限りにおいて生じないと言って

よい。また，同項を注意的な規定であると理解する以上，事実上の障害を

起算点のレベルで考慮することについて，民法は肯定も否定もしていない

ということになろう。

とはいえ，同項が事実上の障害を完成猶予のレベルで考慮していること

は間違いないことであり，事実上の障害を起算点のレベルで考慮する見解

に立てば，事実上の障害についての位置付けについて整理しておく必要が

出てくる。次章では，この点について検討することにする。

消滅時効法における事実上の障害
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�　これに対して，松久・前掲注�は，昭和４５年判決のように消滅時効の起算点

を「権利行使が現実に期待のできる」時とする考え方を「権利行使現実期待時

説」とし，さらに，その判断基準を権利の性質に求める考え方を「権利性質基

準説」と呼んだ上で（３７６頁），平成８年判決「以降の多くの裁判例では，権利

性質基準による権利行使現実期待時説がとられているといえよう」と分析する

（４０１頁）。



Ⅲ　事実上の障害の位置付け

１．序　論

周知の通り，２０１７年改正前の１６６条１項の前身である旧民法証拠編１２５条� 

は「時効ノ停止」の章に置かれていた。それが，現行民法起草時に起算点

に関する規定として整理され，１６６条１項となった�。原始規定は，「消滅

時効ハ権利ヲ行使スルコトヲ得ル時ヨリ進行ス」というものであったが，

同項についての説明で，起草者が「条件付行為ノ目的タル権利ハ条件成就

ノ時ニ発生スルモノニシテ其発生前ニ之ヲ行使スルコトヲ得サルハ固ヨリ

ナリ又期限付権利ハ期限ノ到来マテ或ハ未タ発生セス或ハ既ニ発生スルモ

之ヲ行使スルコトヲ得ス故ニ是等ノ権利ノ消滅時効ハ条件成就，期限到来

ノ時ヨリ其進行ヲ始ムルモノトス」� と述べていたとおり，この段階では，

説明の力点は条件・期限付権利の消滅時効がいつから進行するのかという

ことに置かれており，法律上の障害であるとか事実上の障害という言葉は，

少なくとも起算点のレベルでは登場していなかった�。ところが，その後，

権利を行使することができるという言葉の意味が，法律上の障害がないこ

とという形で理解され，それが通説化していくこととなる。昭和４５年判決
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�　「権利ノ行使カ権利上又ハ恩恵上ノ確定若クハ不確定ノ期限ニ服シ又ハ其発生

カ停止条件ニ繋ルトキハ其期限ノ満了又ハ条件ノ成就ノ時ニ非サレハ時効ハ進

行ヲ始メス」と規定していた。

�　新井敦志「債権／財産権（民法１６６条１項）」椿寿夫＝三林宏編『権利消滅期

間の研究』５５７頁以下（信山社・２００６年）に簡潔に整理されている。

�　梅謙次郎『民法要義巻之一総則編〔訂正増補第２３版〕』３７９頁（法政大学・明

法堂・１９０３年）〔以下，「梅」で引用〕。

�　このことが，その後，事実上の障害を起算点のレベルで考慮する見解の登場

を許容する要因にもなった。



はこの状況に風穴を開けたものということができるが，この判決を契機と

して，学説上でも，事実上の障害を正面から起算点のレベルで考慮すべき

ではないかという議論が進展していくこととなる。

このように，時効起算点のレベルで事実上の障害が考慮されるかという

議論は，民法制定後かなり時を経てから生じたものである。これに対し，

当初から事実上の障害の問題であるとして制度設計されたのが時効の停止

である。起草者は，「時効ノ停止アル場合ハ皆事実上権利ヲ行使スルコト

ヲ得サル場合ナリ蓋シ時効ハ素ト権利者カ其権利ヲ行使スルコトヲ怠リタ

ルニ因リテ生スルモノナルカ故ニ若シ其権利ヲ行使スルコトヲ得サレハ敢

テ之ヲ怠リタルト謂フコトヲ得ス隋テ時効ノ進行スヘキ謂レアラサレハナ

リ」� として，時効の停止が事実上権利を行使することができないときのた

めの制度であることを強調していた。民法が規定する停止は時効の完成間

際にしか問題とならない，いわゆる完成停止と呼ばれるもので，適用され

る場面がもともと限定的なものであった。のみならず，時効停止原因につ

いて，起草者の１人が「限定的
� � �

」であるという理解を示していたことも

あって�，活発な議論が繰り広げられている起算点論と比べると議論の対

象となることは少なかった。とはいえ，そのような停止の制度についても，

一方では，民法に列挙されている場合以外の場合にも拡張する判例が登場

し，他方では，停止事由を実質的に拡張する見解が提唱されるに至ってい

る。

このように，起算点と停止のいずれの場面においても，時効の完成を妨

げる方向で議論が積み重ねられてきた。ここでは，事実上の障害の位置付

消滅時効法における事実上の障害
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�　梅３５９頁。

�　富井政章『訂正増補民法原論第１巻総論〔復刻版〕』６５６頁（有斐閣・１９８５年

〔１９２２年合冊版復刻〕）。



けを検討する前提として，起算点と停止の規定をめぐる議論を簡単に整理

することにする。

２．起算点論と事実上の障害

「権利を行使することができる時」の意味について，法律上の障害がな

いことに加えて事実上の障害がないことも含めるべきであるとしても，何

を基準に事実上の障害の有無を判断するのかということについては大きく

２つの立場に分かれる�。

第１は，権利者個人の職業・地位・教育等を基準に判断するものであ

る�。これは，かつて星野英一が唱えた見解である。星野は，「『権利ヲ行

使スルコトヲ得ル時』から進行するというのは，本来は，主として条件・

期限に関するもので，権利を行使することのできない時から進行するもの

ではない，という消極的な意味のものであった。従って，厳密に，法律上
� � �

権利を行使することができる時から進行すると解しなければならない必然

性はない。法律的に権利が発生していたか否かが裁判所で始めて明らかに

なる場合も少なくなく，そのさいに，債権者とりわけ素人にその判断の危

険を負担させることは酷である」� として，時効起算点については，「『権利

を行使しうることを知るべかりし
� � � � � �

時期』すなわち，債権者の職業・地位・

教育などから，『権利を行使することを期待ないし要求することができる

時期』と解すべきである」� と述べていたが，債権者の個人的な事情を幅広

く考慮するものであり，事実上の障害の有無の判断基準を最も緩やかに解
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�　松久・前掲注�３９６頁以下の分類による。

�　松久・前掲注�３７６頁，３９６頁は，これを「個人基準説」と呼ぶ。

�　星野英一「時効に関する覚書―その存在理由を中心として―」同『民法論集

第４巻』３１０頁（有斐閣・１９７８年）〔初出：１９６９～１９７４年〕。

�　同上。



する（従って，事実上の障害の認定を最も容易にする）ものといえる�。

第２は，通常人を基準に判断するものである�。松久三四彦の見解であ

るが，星野の見解のように「当該権利者の能力等のいわば個人的・主観的

事情を総合的に考慮する」� のではなく，通常人を基礎に権利行使を期待で

きるか否かを判断するところに特徴がある。松久は，法律上の障害の有無

を基礎に起算点を判断することに反対しているわけではない。むしろ，こ

の基準を原則としてよいという。もっとも，法律上の障害の有無によって

判断することを原則とするといっても，その原則は「通常人に対して権利

行使を要求しうる場合であることという大前提の上にある」のであるから，

事実上の障害に当たる事由であっても，なお時効進行開始を妨げるとする

のが妥当な場合があれば，援用権の濫用という形で対処するのではなく，

正面から時効の進行開始を妨げる事由として認めてよいとする（「客観的

事実上の障碍」）。もとより，具体的に何が「客観的事実上の障碍」に当た

るのかはその都度考えざるを得ない性質の問題であるが，一応の基準を立

てるならば「権利を行使しうることを知っていても，通常人を基礎に判断

して権利を行使することを要求できない場合」がこれに当たるという��。

消滅時効法における事実上の障害
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�　この見解を支持するものとして，金山直樹「民法１６６条１項・１６７条（消滅時

効），１７３条・１７４条（短期消滅時効）」広中俊雄＝星野英一編『民法典の百年Ⅱ』

４５１頁（有斐閣・１９９８年）。

�　松久・前掲注�３７６頁，３９６頁は，これを「通常人基準説」と呼ぶ。この見解

を支持するものとして，徳本伸一「消滅時効の起算点について」金沢法学４１巻

２号１３３頁（１９９９年），山野目・前掲注�３４０頁。

�　松久・前掲注�３９６頁。

�　以上，松久三四彦『時効判例の研究』３３６頁以下（信山社・２０１５年）〔初出：

１９８４年〕。

�　もっとも，松本克美『時効と正義』８３頁（日本評論社・２００２年）〔初出：１９８９

年〕が「松久が強調してやまない障碍事由の『客観的』判断が，『権利者の主観

によってではなく，客観的に判断されるべきもの』というのならば，それは判

断の恣意を排除すべきだという『基準』を言うのであろう。従って，そのこと

は『債権者の職業・地位等は原則として考慮しない』という『判断の要素』の



具体的にどのような違いがあるのかというと，第２の見解からは，「『権

利の性質』外の障害を債務者の側で作り出している場合」や「当該障害が

予め予想できるものであって，債務者に起算点が遅れる不利益を甘受させ

てよい場合」などが起算点のレベルで考慮されることになるが�，第１の

見解からはそれらに加えて病気なども考慮事由となりうる�。いずれにせ

よ，６００条２項についていえば，通常人であれば使用貸借存続中は用法違

反の事実を認識することが困難であるといえるから�，使用貸借存続中で
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問題とは直結しないのではなかろうか。『職業・地位等』を『権利者の主観に

よってではなく，客観的に』判断することは可能である」と述べるとおり，何

を判断の基礎に据えるかという問題と誰を基準に権利行使可能性の有無を判断

するのかという問題とは分けて考えうるものであり，かつ，そうすべきもので

ある。そうすると，単純に考えても４つの立場が観念できる。第１は客観的な

事情のみを判断の基礎に据えて（債権者の地位や職業といった事情は判断の基

礎に据えないという意味）権利行使可能性の有無を客観的に判断（同様の状況

に置かれたときに権利行使を期待することが可能と一般的に言えるかという観

点から判断するという意味）する立場，第２は客観的な事情のみを判断の基礎

に据えて権利行使可能性の有無を当該権利者を基準に判断する立場，第３は債

権者の職業や地位をも判断の基礎に据えつつ権利行使可能性の有無を客観的に

判断する立場，第４は債権者の地位や職業をも判断の基礎に据えつつ権利行使

可能性の有無を当該権利者を基準に判断する立場である。後述のとおり，私は

第３の立場を支持するものである。

�　松久・前掲注�４０２�４０３頁。この観点から，前章の①判決の事案については

「通常人基準説により時効未完成とすべき事案であったように思われる」とす

る。なお，平成１５年判決が起算点を遅らせたことについては「権利の性質から

説明するのはわかりにく」いが，「通常人基準説からは無理なく説明できよう」

とする。

�　石田穣『民法総則』１１２８頁（信山社・２０１４年）は，第１の見解と第２の見解

を明確に区別した上で第１の見解を支持しているわけではないが，昭和４５年判

決を支持する（さらに，「同旨」として星野論文を挙げる）文脈の中で「天災事

変のため債権の行使を期待することができない場合には，時効は進行せず，ま

た，病気などの主観的事情のため債権の行使をすることが期待できない場合に

も，時効は進行しない」と述べる。

�　伝統的な見解に立脚すれば，だからこそ「完成猶予事由」として新設された

のだということになる。



目的物がまだ返還されていないという事実は，第１の見解に立つ場合はも

とより，第２の見解に立つ場合� でも起算点の場面で考慮される事由にな

ると考えられる。

やや特殊なのが松本克美の見解である。この見解は２０１７年改正前の１６６

条１項について「起算点とともに，時効進行の要件を定めたもの」と捉え

直すところに特徴がある。「法律上権利を行使できても事実上権利行使を

なし得ないというのは，起算点の問題ではなく，時効進行の障害の問題で

ある」のだから，改正前の「１６６条１項の権利行使可能性には，起算点の

意味での権利行使可能性＝法律上の障害のないこと，及び，時効の進行の

次元での権利行使可能性＝事実上の障害のないことの両者を含む」ことに

なる。具体的には，過失のない権利の不知，訴訟の困難（急病等も停止事

由として認められるべきとする），交渉などが事実上の障害，つまり時効

の進行を妨げる事由となる�。

３．権利行使障害型の時効完成猶予事由（旧停止事由）とその拡張

２０１７年改正法は，停止という概念をなくし完成猶予という概念を導入し

た。完成猶予とはその名の通り時効の完成を一定期間猶予するものである

が，完成猶予事由には①権利行使型と②権利行使障害型の２種類が存在す

る�。①は「権利行使の意思を明らかにしたと評価できる事由が生じた」� 

消滅時効法における事実上の障害
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�　少なくとも，「当該障害が予め予想できるものであって，債務者に起算点が遅

れる不利益を甘受させてよい場合」に該当すると考えられる。

�　松本・前掲注�１６８�１６９頁。個人基準説に立つと思われる石田・前掲注�１１２９

頁は，松本の見解に対して，「起算時と時効の進行を区別する必要はない」とい

う評価を与えている。

�　平野・前掲注�４０１頁以下の分類・呼称によるが，分類方法は論者によって異

なる。例えば，四宮和夫＝能見善久『民法総則〔第９版〕』４７３頁（弘文堂・２０１８

年）は完成猶予を３つの種類に分類する。

�　潮見・前掲注�３７頁。



ときに時効の完成猶予を認めるもので，②は「時効の完成まぎわに，権利

者が時効中断のための措置をとることが不可能または著しく困難な事情が

発生した場合に，時効によって不利益を受ける権利者を保護して，その事

情の消滅後一定期間が経過するまで，時効の完成を延期する」� ものであ

る。本稿の問題意識との関係で重要なのは②であるが，これは，時効の停

止として２０１７年改正前から存在したもので，６００条２項もこの類型に含め

ることができる。時効の章に規定されている権利行使障害型の完成猶予事

由は次の５つである。

第１は，時効の期間の満了前６か月以内の間に未成年者・成年被後見人

に法定代理人がないことである（１５８条１項）。法定代理人が欠けている場

合においてはこれらの者の利益を保護する者が存在しないため，一時的に

時効の進行を止めなければ，事実上制限行為能力者が権利を行使すること

ができない間に時効が完成してしまうことになるからである�。したがっ

て，その未成年者・成年被後見人が行為能力者となった時又は法定代理人

が就職した時から６か月を経過するまでの間は，これらの者に対して，時

効は完成しない。

第２は，未成年者・成年被後見人がその財産を管理する父・母・後見人

に対して権利を有することである（１５８条２項）。制限行為能力者は法定代

理人を介して権利を行使することになっているが，法定代理人に対して権

利を有している場合は，その法定代理人は自身に対しては権利行使をしな

いのが通常であり，制限行為能力者は自らその権利を確保することができ

ないからである�。したがって，その未成年者・成年後見人が行為能力者

となった時又は後任の法定代理人が就職した時から６か月を経過するまで
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�　四宮＝能見・前掲注�４７３頁。

�　梅３６１頁以下。

�　梅３６３頁以下。



の間は，その権利について，時効は完成しない。

第３は，夫婦の一方が他の一方に対して権利を有することである（１５９

条）。「婚姻の性質上その権利を行使し或いは時効を中断することが事実的

に困難であるから」である�。したがって，婚姻解消の時から６か月を経

過するまでの間は，時効は完成しない。

第４は，相続財産に関して，相続人が確定していないこと，管理人が選

任されていないこと，破産手続開始決定がされていないことである（１６０

条）。相続の場合は相続人が確定するまで日数を要することがあるが，こ

のような場合に停止の規定がなければ，被相続人の権利が時効で消滅して

しまうことがあるし，被相続人に対して権利を有する者も訴える相手方が

分からず権利行使をすることができないからである�。したがって，相続

人が確定した時，管理人が選任された時，破産手続開始決定があった時か

ら６か月を経過するまでの間は，時効は完成しない。

第５は，時効期間満了の時に当たり，天災その他避けることのできない

事変のため裁判上の請求や強制執行等，１４７条１項各号，１４８条１項各号に

掲げる手続を行うことができないことである（１６１条）。事実上権利行使が

できない者が時効によって権利を失うことのないようにすることが停止の

消滅時効法における事実上の障害
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�　川島武宜『民法総則』５０７頁（有斐閣・１９６５年）。１５８条２項と１５９条は，もと

もとは１５９条という１つの条文であった。現行の１５８条２項に相当する規定が１５９

条前段として存在し，それに続いて「妻カ夫ニ対シテ有スル権利ニ付テハ婚姻

解消ノ時ヨリ六个月内亦同シ」という規定が同条後段として存在した。妻の権

利のみが停止の対象となっていたわけであるが，これは「夫ハ妻ニ対シテ権力

ヲ有スル者ナルカ故ニ妻ハ之ニ対シテ権利ヲ行フコト能ハサルコト多カラン」，

「実際妻カ夫ヲ訴フルコトハ為シ難キ所ナリ」（梅３６４頁）というのが理由であっ

た。もっとも，このルールは男女平等に反するということで，１９４７年の改正で，

停止の対象が，夫婦の一方が他方に対して有する権利に改められた。経緯につ

いては，大村敦志『民法読解総則編』５１４頁以下（有斐閣・２００９年）。

�　梅３６５頁以下。



趣旨であるところ，事変によって実際権利を行使することができないとき

は，時効の進行を止めなければ権利者に過酷な結果をもたらすことになる

からである�。したがって，権利行使を妨げる障害が消滅した時から３か

月� を経過するまでの間，時効は完成しない。

以上が時効の章に規定されている権利行使障害型の完成猶予事由である

が，判例は，厳密に言えば１５８条以下の事由に該当しない場面でも，完成

猶予規定（の一部）の類推適用という手法を用いて時効の完成を遅らせて

おり，学説においても，１６１条の文言を拡張的に解釈して時効の完成を遅

らせる解釈を試みるものが存在する。

まず，判例であるが，２０１７年改正前の７２４条後段の規定の適用制限に関

して，「法意に照らし」て時効の完成を否定するものがすでに存在してい

た。最判平成１０年６月１２日民集５２巻４号１０８７頁と最判平成２１年４月２８日民

集６３巻４号８５３頁がそれである。前者は，予防接種法に基づいて実施され

た痘瘡の集団接種（１９５２年１０月実施）により重度の障害を負ったＸが国家

賠償法に基づいて国に対して損害賠償を請求した事案であるが，①訴え提

起（１９７４年１２月）の段階ではＸは成年に達していたが心神喪失の常況に

あった，②一審判決言渡しの後に禁治産宣告を受け（１９８４年１０月），父が

後見人に就職するとともに，弁護士に訴訟追行を委任し，同年１１月に裁判

所に訴訟委任状を提出したという点に特徴がある。最高裁は，１５８条の趣

旨を述べた上で，７２４条後段の規定を「字義どおりに解すれば，不法行為

の被害者が不法行為の時から２０年を経過する前６箇月内において心神喪失

の常況にあるのに後見人を有しない場合には，右２０年が経過する前に右不

法行為による損害賠償請求権を行使することができないまま，右請求権が
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�　梅３６７頁。

�　２０１７年改正により，２
　

 週間から３か月に延長された。



消滅することとなる」が，「これによれば，その心神喪失の常況が当該不

法行為に起因する場合であっても，被害者は，およそ権利行使が不可能で

あるのに，単に２０年が経過したということのみをもって一切の権利行使が

許されないこととなる反面，心神喪失の原因を与えた加害者は，２０年の経

過によって損害賠償義務を免れる結果となり，著しく正義・公平の理念に

反する」，このような場合に被害者を保護する必要があることは時効の場

合と同様であるとして，「不法行為の被害者が不法行為の時から２０年を経

過する前６箇月内において右不法行為を原因として心神喪失の常況にある

のに法定代理人を有しなかった場合において，その後当該被害者が禁治産

宣告を受け，後見人に就職した者がその時から６箇月内に右損害賠償請求

権を行使したなど特段の事情があるときは，民法１５８条の法意に照らし，

同法７２４条後段の効果は生じない」と判示した。

後者は，Ａ（１９７８年８月に殺害された）の弟 X１ らが加害者に対して損

害賠償を請求した事案であるが，加害者はＡの遺体を隠し続けていたため，

訴えを提起したのは，遺体が発見され，それがＡだと確認された（確認さ

れたのは２００４年９月）後の２００５年４月であった。最高裁は，上記平成１０年

判決と同じ枠組みを採用し，「被害者を殺害した加害者が，被害者の相続

人において被害者の死亡の事実を知り得ない状況を殊更に作出し，そのた

めに相続人はその事実を知ることができず，相続人が確定しないまま上記

殺害の時から２０年が経過した場合において，その後相続人が確定した時か

ら６か月内に相続人が上記殺害に係る不法行為に基づく損害賠償請求権を

行使したなど特段の事情があるときは，民法１６０条� の法意に照らし，同法

７２４条後段の効果は生じない」という判断を示した。

消滅時効法における事実上の障害
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�　相続人が被相続人の死亡の事実を知らない場合は，民法９１５条１項所定のいわ

ゆる熟慮期間が経過せず，相続人は確定しないのであるから，１６０条の問題とな

るわけである。



これらはいずれも７２４条後段の２０年期間に関するものであり，停止の規

定が除斥期間� においても問題となりうるということを示した点で意義の

あるものであったが，それ以上に，平成１０年判決は，１５８条の要件を満た

さない場合にも停止の規定が考慮されうるということを明らかにした点で

重要なものであった�。そして，その後，最判平成２６年３月１４日民集６８巻

３号２２９頁が登場し，消滅時効の場面においても，１５８条１項の要件を満た

さない場合に，停止の規定が類推適用されることが示された。

同判決の事案は，Ａ（２００８年１０月死亡）の妻Ｘ（Ａの死亡時において，

Ａの相続が開始したこと及び上記遺言の内容が減殺することのできるもの

であることを知っていた）が，Ａがその遺産の全てを長男Ｙに相続させる

旨の遺言をしたことにより遺留分が侵害されたと主張して，Ｙに対し，遺

留分減殺を原因として，不動産所有権の一部移転登記手続等を求めたとい

うものであるが，遺留分減殺請求権の消滅時効期間が「相続の開始及び減

殺すべき贈与又は遺贈があったことを知った時から１年」（２０１８年改正前

の１０４２条）であったこととの関係で，①２００９年８月に後見開始の審判の申

立てがなされ，２０１０年４月にＸについて後見が開始されたこと，②同月，

成年後見人BがＸの遺留分について遺留分減殺請求権を行使する旨の意思

表示をしたことをどのように評価するかが争点となった。

最高裁は，「精神上の障害により事理を弁識する能力を欠く常況にある

ものの，まだ後見開始の審判を受けていない者については，既にその申立

てがされていたとしても，もとより民法１５８条１項にいう成年被後見人に
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�　２０１７年改正前の７２４条後段の２０年期間の性質について，最判平成元年１２月２１日

民集４３巻１２号２２０９頁がこれを除斥期間と判断し，学説の反対にも関わらず，２０１７

年の改正で２０年期間が消滅時効と明文で表記されるまで最高裁がこの立場を維

持し続けたことは周知のとおりである。

�　大村・前掲注�５１７頁参照。



該当するものではない」が，「上記の者についても，法定代理人を有しな

い場合には時効中断の措置を執ることができないのであるから，成年被後

見人と同様に保護する必要性があ」り，「また，上記の者についてその後

に後見開始の審判がされた場合において，民法１５８条１項の類推適用を認

めたとしても，時効を援用しようとする者の予見可能性を不当に奪うもの

とはいえないときもあり得るところであり，申立てがされた時期，状況等

によっては，同項の類推適用を認める余地があるというべきである」から，

「時効の期間の満了前６箇月以内の間に精神上の障害により事理を弁識す

る能力を欠く常況にある者に法定代理人がない場合において，少なくとも，

時効の期間の満了前の申立てに基づき後見開始の審判がされたときは，民

法１５８条１項の類推適用により，法定代理人が就職した時から６箇月を経

過するまでの間は，その者に対して，時効は，完成しないと解するのが相

当である」とし，時効停止の主張を排斥しＸの請求を棄却した原審を破棄

した�。

学説においては，１６１条にいう「避けることのできない事変」を拡張的

に解釈するものが存在する。同条にいう事変とは「天災に比すべき外部の

障害，例えば，暴動・騒乱などであって，権利者の疾病・不在などの主観

的な事由は入らない」� というのが伝統的な見解であるが，「病気や不在な

どの場合でも，中断行為をとるのが不可能か著しく困難な場合で，かつ，

中断行為をとる者の帰責事由に起因しない場合にまで，時効の完成を認め

るのは妥当でない（不在でいえば，やむを得ない不在で，かつ，代理人に

よる中断行為も不可能か著しく困難な場合）」として，「避けることのでき

消滅時効法における事実上の障害
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�　その上で，Ｘが上記時効の期間の満了前６箇月以内の間に精神上の障害によ

り事理を弁識する能力を欠く常況にあったか否かを審理させるため，原審に差

し戻した。

�　我妻・前掲注�４７７頁。



ない事変とは，広く，中断行為をとるのが不可能か著しく困難で，かつ，

中断行為をとる者の帰責事由に起因しない事情を意味すると解すべき」と

するものがある�。

４．解釈論の試み

以上のように，事実上の障害は，かつては，時効停止の場面で限定的に

考慮されるに過ぎなかったわけであるが，その後，これを起算点の問題と

して（も）捉える見解が登場したことによって，事実上の障害が停止と起

算点という２つの場面で考慮される素地が形成されたことになる。した

がって，事実上の障害をどのレベルで考慮すべきかということは，２０１７年

改正前から問題としては既に存在していたのであり，６００条２項の新設と

は関係なく，事実上の障害の位置付けについては整理しておく必要があっ

たものといえる。もとより，起算点のレベルで考慮される事実上の障害と

停止（完成猶予）のレベルで考慮される事由は全く異なるものであるから

考慮事由が重なることはないという理解も不可能ではないが，天災事変や

病気などの事情が起算点と完成猶予の双方で問題となりうることは既に示

されているところであるし�，それ以外の事由，たとえば，「精神上の障害

により事理を弁識する能力を欠く常況にあるものの，まだ後見開始の審判

を受けていない」（前掲最判平成２６年３月１４日）という事由も，絶対に起

算点のレベルで考慮することができないかと言われると，おそらくそうで

はない。事実上の障害を起算点で考慮する見解の中でも分かれるところで
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�　石田・前掲注�１１０３頁。この見解は，２０１７年改正前の民法の解釈として，当

事者間で交渉が行われている場合にも，「当事者に時効を中断するために権利の

行使を期待するのはできない」ことを理由に，「１６１条に準じ，その交渉の終了

の時から２週間を経過するまでの間は時効が完成しないと解すべき」としてい

た。

�　石田・前掲注�１１０３頁と１１２８頁を参照。



はあろうが，事実上の障害の有無の判断基準を最も緩やかに解する立場か

らは，起算点としても考慮される可能性がある。その意味で，事実上の障

害の位置付けをめぐる問題は，停止事由を極めて厳格に解する流れの中で

顕在化を免れていただけで，顕在化は時間の問題であったということがで

きる。

では，どのように考えるべきかということであるが�，停止・完成猶予

制度の趣旨に遡って考えるしかない。前述のとおり，起草者は，時効の停

止が時効完成の間際においてのみ問題となるものであることを指摘しつつ

も，「時効ノ停止アル場合ハ皆事実上権利ヲ行使スルコトヲ得サル場合ナ

リ蓋シ時効ハ素ト権利者カ其権利ヲ行使スルコトヲ怠リタルニ因リテ生ス

ルモノナルカ故ニ若シ其権利ヲ行使スルコトヲ得サレハ敢テ之ヲ怠リタル

ト謂フコトヲ得ス隋テ時効ノ進行スヘキ謂レアラサレハナリ」� として，停

止制度が事実上権利を行使することができないときのためのものであるこ

とを強調していた。そして，この制度趣旨の根幹は現在に至るまで動揺を

見せていない。そうであれば，完成猶予という制度は，時効が既に進行を

開始していることを前提に一定の事由が生じたときに時効の完成を一定期

間猶予するものであり，起算点論で拾いきれない事情を拾う場として位置

付けるべきである。具体的には次のようになる。
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�　起算点論についての私見を述べておくと，私は，事実上の障害を起算点のレ

ベルで（も）考慮すべきであると考えている。問題は，どのような事情を判断

の基礎に据えるか，そして誰を基準に権利行使期待可能性を判断するのかとい

うことである。まず，前者については，権利行使を現実的に期待できない場合

に時効の進行を認めるわけにはいかないのであるから，権利者の職業・地位・

教育などは広く判断の基礎に据えるべきである。しかし，権利行使が現実的に

期待可能かどうかという判断は，その性質上，客観的にしか，つまり，同様の

状況に置かれたときに権利行使を期待することが可能と一般的に言えるかとい

う観点からしか行えないのではないかと考えている。

�　梅３５９頁。



まず，第１に，完成猶予は，事実上の障害が時効進行開始後に生じた場

合に権利者を保護するものとして機能する。時効進行開始後に権利者が精

神上の障害により事理を弁識する能力を欠く常況になった場合が典型例で

ある。現行民法上，時効進行開始後にその進行を止めるいわゆる進行停止

の制度は存在しない。したがって，一旦進行を始めた時効は，その後に権

利者に権利行使が期待できない状況になっても進行を続ける。同じ事由が

当初から存在したのであれば起算点のレベルで考慮することができるが，

時効進行開始後に当該事由が発生した場合は，起算点のレベルではもはや

考慮することができない。しかし，これでは，権利行使を怠ったという状

況がないにも関わらず時効が完成すれば権利者は権利を失ってしまうこと

になる。完成猶予はこのような場面を救済する方法として構成すべきであ

ると考えられる。時効進行開始後に権利者が精神上の障害により事理を弁

識する能力を欠く常況になったという上記の例でいえば，前掲最判平成２６

年３月１４日に倣って，１５８条１項を類推適用して，その者に法定代理人が

付いてから６か月は，その者に対して時効は完成しないということになる。

条文で言えば，１５８条� 以外にも，１６０条，１６１条がこの場合に該当する。そ

して，これらの条文は完成猶予事由を例示列挙したものと解すべきであり，

時効進行後に権利行使を困難にする事情が生じたのであれば，これらの規

定を類推適用することが許されよう。

第２に，完成猶予は，法律関係が継続中に様々な事情により権利行使が

事実上できない場合の最終調整の場として位置付けられる。起算点のレベ
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�　１５８条２項は「未成年者又は成年被後見人がその財産を管理する父，母又は後

見人に対して権利を有するとき」の規定であるが，たとえば，未成年者が父又

は母に対して権利を取得してから成年に達するまで継続して父又は母が財産を

管理する者であった場合は，そもそも成年に達するまで時効の進行は開始しな

いと考えられるため，未成年者との関係で同項が問題となるのは，財産を管理

する者に変更があった場合ということになろう。



ルでは，権利行使を期待することが可能と一般的に言えるかという観点か

ら判断せざるを得ない部分があるが，権利行使を期待することが客観的に

可能である場合であっても，権利者本人の立場からは人間関係等実際上の

理由により権利行使を躊躇するという場面がある。そして，それは継続的

な法律関係が存在する場合にしばしば見受けられる。種々の理由により権

利行使が実際上できないという者に対して，権利行使を怠っているという

評価をすることはやはりできないのであり，法律関係が終了してから一定

期間は権利行使を可能にしたのが，ここでの完成猶予の規定ということに

なる。１５９条が典型であり，６００条２項（や６６４条の２第２項）もこの類型

に含まれるということになる�。

そして，このように考えると，重要なのは，当該権利者にとって権利行

使が現実的に可能であったかということであり，１５９条や６００条２項の要件

を形式的に満たす場合であっても，権利者にとって権利行使が現実的に可

能であったのであれば消滅時効の完成は認めるべきであるし，逆に，権利

行使が実際上困難であったということであれば，たとえそれが婚姻関係や

使用貸借関係が継続する場合以外の場面であったとしても，これらの規定

を類推適用して消滅時効の完成を否定すべきということになる。６
　

 か月と

１年という違いがあるが，１５９条の場合は夫婦関係の特殊性に鑑みて猶予

される期間が６か月に短縮されたものと考えればよく，原則は１年という

ことでよい。したがって，継続的な法律関係がある場合において自身が有

している権利を行使することが当該権利者にとって現実的な問題からでき
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�　使用貸借継続中で借主の用法違反の事実を認識することができないというこ

とは通常は起算点のレベルで考慮されるべきことであり，同項が意味を持つの

は，使用貸借継続中に借主の用法違反によって損害が発生したことを認識して

いたが種々の理由で権利行使ができなかったといった例外的な場合ということ

になろう。



ないという事情が存在するときは，時効自体は進行するものの，法律関係

が終了してから原則として１年間は時効の完成が猶予されるということに

なる。援用権の濫用は，以上の方法を尽くしても時効の完成を認めること

がなお正義に反する場合に検討すべき問題といえる。

Ⅳ　お わ り に

伝統的な起算点論を前提にすれば，６００条２項や６６４条の２第２項の規定

は，従来の判例法理で救済されることが確実とは言えない事案について，

貸主や寄託者の損害賠償請求権を確保するため，注意的に設けられた規定

ということができるが，起算点のレベルで事実上の障害を取り込む立場か

らは別の説明が必要になる。従来の起算点論，とりわけ事実上の障害論は，

完成猶予・停止の問題をあまり意識することなく，純粋に起算点の問題と

して展開を見せてきたといってよいが，事実上の障害を考慮するというこ

とであれば完成猶予・停止との関係を論じることは遅かれ早かれ不可避で

あった。

すでに述べたように，完成猶予の制度は，時効が既に進行を開始してい

ることを前提に一定の事由が生じたときに時効の完成を一定期間猶予する

ものとして，起算点論で拾いきれない事情を拾う場として位置付けるべき

であるが，かなりの部分は起算点のレベルで考慮されることになるため，

完成猶予の規定が問題となることは，実際上は少ないと考えられる。しか

し，起算点論だけでは解決できない問題は当然生じうるわけであり，完成

猶予の規定は，時効が進行を始めていてもなお時効の完成を認めるべきで

ない事案の出現に備えた受け皿として意味をもつものといえる�。
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�　松久・前掲注�３３８頁の表現を拝借した。



類推適用等の手法を通じて他の継続的契約にも完成猶予の考え方を及ぼ

すことができるのであれば，次のような可能性も開ける。たとえば，使用

者が労働時間を延長した場合，その時間については，使用者は原則として

割増賃金を支払わなければならないということになっているが（労基法３７

条１項）�，サービス残業という言葉に代表されるように，割増賃金が支払

われないまま時間外労働に従事する労働者も少なくない。裁判外での請求

に使用者が応じなければ，割増賃金の支払を求めて訴えを提起することに

なるが，裁判例では退職後に請求しているものが少なくない。これは，労

働契約が継続している間は割増賃金を請求することが事実上困難であるこ

とが多いためと考えられるが，労働基準法上の賃金請求権の消滅時効期間

が２年（１１５条）で，その起算点が賃金支払期� と解されている現状では，

直近の２年分しか請求することができないことになる�。債権法改正で短

期消滅時効が廃止されたことに伴い賃金請求権の消滅時効期間を延長する

動きがあり�，これ自体は当然であるとしても，それに加えて消滅時効の

完成猶予を問題にすることができるのであれば，割増賃金請求権の消滅時

効の完成が退職後１年間は猶予されることになり，救済の幅が一定程度広
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�　割増賃金に関する規定を設けた趣旨は，使用者に割増賃金支払義務を課すこ

とによって時間外労働を抑制し，労働時間の原則を遵守させようとする点にあ

る。土田道夫『労働契約法〔第２版〕』３２９頁（有斐閣・２０１６年）。

�　東京大学労働法研究会編『注釈労働基準法下巻』１０９０頁〔藤川久昭〕（有斐

閣・２００３年）。

�　そのため，最初から「２年間に絞って請求することが多い」との指摘もなさ

れている。下川和男「残業代請求権と時効」労働法律旬報１７９３号３４頁（２０１３年）。

�　２０１７年１１月１９日の日本経済新聞朝刊で「未払い賃金（…）の支払いを請求で

きる期間を延長する」という厚労省の方針が報道されたが，その後，厚労省は

「賃金等請求権の消滅時効の在り方に関する検討会」を設置し，２０１７年１２月２６日

に第１回会議を開催した。本稿執筆時点では第６回（２０１８年１１月２２日）まで会

議が開催されている。



がることになる�。詳細な検討は他日を期したい。

【追記】

永井博史先生のご冥福を心よりお祈り申し上げます。
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�　「従業員の出退勤時刻を把握する手段を整備して時間外勤務の有無を現場管理

者が確認できるようにするとともに，時間外勤務がある場合には，その請求が

円滑に行われるような制度を整えるべき義務」を不法行為法上の義務と構成し，

割増賃金相当額を損害賠償という形で請求することを認める裁判例も存在する

が（広島高判平成１９年９月４日判時２００４号１５１頁〔杉本商事事件〕），一般的では

ない。最終的には，時効の援用を信義則違反・権利濫用とするしかない。たと

えば，福島地白河支判平成２４年２月１４日労判１０４９号３７頁〔東栄衣料破産管財人

ほか事件〕）。




